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合理的配慮の提供の義務化

障害者差別解消法により、障がいのある方から「配慮をしても

らいたい」と意思表明があった場合、

行政機関や民間事業者は、過重な負担とならない範囲において

必要かつ合理的な配慮を行う義務があります。

事業者はこれまで努力義務でしたが、令和６年４月１日から

事業者も合理的配慮の提供が義務化されました。

ポイント

💡障がい者手帳を持っている・持っていないは関係ありません。

💡民間事業者とは企業だけでなく、営利・非営利問わず、

個人事業者やボランティア組織なども含まれます。

資料６
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合理的配慮の提供とは

出典：内閣府「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されます！」
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合理的配慮の具体例

出典：内閣府「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されます！」
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過重な負担について

「過重な負担」の判断は、具体的な場面や状況に応じて、申し

出に対応することにより生じる事業への影響、費用、技術的・

人的制約などを考慮して、総合的、客観的に判断する必要があ

ります。

過重な負担が生じるときは、申し出どおり行う義務はありませ

んが、求められている配慮に100点満点で応えられないからゼ

ロ（何もしない）ではなく、可能な範囲でどのような対応がで

きるか、建設的な解決策を検討することが重要です。
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合理的配慮の提供義務に反しない例

①必要とされる範囲で本来の業務に付随するものに限られること

例）飲食店において食事介助を求められたが断った。

②障がいのない方と同等の機会提供を受けるためのものであること

例）抽選制の限定商品について、抽選申込が難しいから商品を

確保してほしいと求められたが断った。

※抽選申込の方法を簡単にすることは検討するべきです。

③業務の目的・内容・機能の本質的な変更がないこと

例）オンライン講座実施の際、「オンラインでの集団受講で

は理解が難しい」と個別対面指導を求められたが断った。

※あくまで考え方の一例で、実際には個別に判断が必要です。



⚫ 長岡京市では「誰もが共に自分らしく暮らす長岡京

市障がい者基本条例」の第10条で合理的配慮の提供

について定めています。

⚫ 上記の条例では、「社会的障壁の除去の必要性をで

きる限り汲み取り」とし、申出より前に障がいのあ

る人に対して合理的配慮の提供を行うようとしてい

るため、法律よりも一歩先を行く条例となっていま

す。
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長岡京市の条例
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事業者向けガイドライン

出典：内閣府「令和６年４月１日から合理的配慮の提供が義務化されます！」

【参考】障害福祉差別解消法 福祉事業者向けガイドライン
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/001239192.pdf


